
論文 鉄筋コンクリート造建築物の長期的耐震修復経費に基づく要求スペ
クトル表示 

 
高橋 典之*1・中埜 良昭*2・塩原 等*3 

 

要旨：本論文では，一自由度系に縮約できる鉄筋コンクリート造建築構造物の供用期間を

通じた耐震修復経費の期待値に基づき，構造物に要求される耐力と変形能の関係を要求ス

ペクトルとして表示する方法を提案した。また，要求スペクトルを用いて，目標とする耐

震修復性能を有する構造物に必要な構造特性を推定する手法について検討を行った。 
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1. はじめに 

地震多発地域における建築物は，供用期間中

に複数回の地震を経験する。現行の耐震設計法

に従う建築物は，地震時の塑性変形に伴う損傷

を許容する設計となっており，供用期間中に地

震損傷が複数回生じる可能性がある。そのよう

な建築物の目標供用期間を全うするには，供用

期間中に発生した損傷を修復しながら建築物を

使い続けることになる。特に，兵庫県南部地震

以降，地震損傷の修復にかかるランニングコス

トを意識した耐震設計が一般の建築主・ユーザ

ーから求められるようになり 1)，建築物の性能

を明示する性能設計法の考え方を耐震設計法に

導入すべく，建築物の耐震修復性能を評価する

方法が検討されてきた。 

しかし，現在検討されている性能評価型の耐

震設計法は 2)，設計された建物について所定の

性能を満たしているか否かの確認を行い，性能

が満たされていない場合，設計段階に手戻りし

て性能評価を繰り返すことになり，所定の性能

を得るための予備設計方法が示されているわけ

ではない。次世代型の性能設計法では，所定の

性能を直接的に設計に反映できるような手法の

開発が求められる 3)。 

そこで本研究では，構造物を簡単な 1自由度

系と見なせる整形な鉄筋コンクリート建物につ

いて，供用期間を通じた耐震修復経費を推定す

るパラメトリックスタディを行い，予備設計を

念頭に置いた耐震修復性能評価結果の表示方法

について検討を行った。 

 

2. 供用期間を通じた耐震修復性能の評価手法 

2.1 耐震修復経費指標の算出手順 
筆者らが提案している耐震修復経費指標 4)は，

供用期間中に発生が予想される複数の地震動の

レベルと頻度を統合的に考慮した「ライフサイ

クル入力地震動」5)と，地震動ごとに算出され

る損傷程度に応じた補修の要否判断および損傷

の累積をモデル化した「補修シナリオ」6)を用

いて算出する，初期建設費用あるいは建替え費

用に対する耐震修復経費の比を表す無次元数で

あり，耐震修復性能の直接的な表示方法のひと

つと考えている。以下に，耐震修復経費指標の

算出方法の概略を簡単に説明する。 

耐震修復経費指標は，図－1 に示したフロー

に従って，建築物の固有の情報に基づき，(i) 入

力地震動のモデル，(ii) 構造物の地震応答モデ

ル，(iii) 建物の応答－損傷関係のモデル，(iv) 補

修の要否判断，(v) 損傷－費用の関係のモデル，

という過程を通じて算出されるものとする。 
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2.2 入力地震動のモデル 

地震動強さの上下限値が定められている上下

限を有する極値分布 7)により得られた東京第Ⅰ

種地盤の地表面最大速度と再現期間との関係を

用いて(図－2)，供用期間中に生じる地震動の

大きさおよび発生確率を考慮するライフサイク

ル入力地震動シナリオを作成した。 

ライフサイクル入力地震動シナリオは，供用

期間を通じた地震の年非超過度数セットを仮定

し，各年非超過度数に応じた地震動強さを地震

ハザード曲線（図－2 (1)式）から求めることで，

供用期間中に予想される大きさ・頻度の異なる

複数回の地震動強さの組合せに置き換えたもの

である。 

年非超過度数のセットは，Hazen のプロッテ

ィング・ポジション公式 8)を用いて， 
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と表されるものとする。ここに，N：観測値総

数，i：観測値を降順に並べ替えたときの順番，

xi：i 番目の観測値，F(xi)：非超過確率である。

(2)式の年非超過度数をもつ地震動の発生が，定

常更新過程であるポアソン過程に従うものと仮

定すると，(2)式のαは， 
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と表される。ここに，P(i)：降順 i番目の観測値

の T年超過確率である。(3)式を(2)式に代入した

プロッティングポジション公式によって，「降

順 i番目の観測値の T年超過確率が 100P(i)％と

なる地震動を含む N 個の地震動年非超過度数

群」を得る。 

本研究では，ライフサイクル入力地震動シナ

リオとして 50年超過確率が 10％（再現期間 475

年）となる地震動強さを最大とする 50個の地震

動年非超過度数群を作成し，既往の研究により

耐震修復性能評価に与える影響が支配的である

と考えられる上位 4 組の地震動強さを選び 9)，

東京第Ⅰ種地盤の地表面最大速度セットのシナ

リオとした（図－3）。 

   

図－1 耐震修復経費指標算出過程 
 

 
図－2 地震ハザード曲線の例 

 

 
図－3 最大速度の組合せ（降順）推定例 

 

図－3 のライフサイクル入力地震動シナリオ

に基づき，各地震動の最大速度に合わせて国土

交通省告示 1461 号の設計用応答スペクトルに

適合する模擬地震動に倍率を乗じたものを入力
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地震動とした。模擬地震動の位相特性は，神戸

海洋気象台 1995(NS)，El Centro 1940 (NS)，八

戸港湾 1968(EW)，東北大学 1978 (NS)の 4つを

用いた（図－4）。 

2.3 構造物の地震応答モデル 

対象建築構造物が 1自由度振動系に見なせる

ものとして非線形地震応答解析を行なった。系

の復元力特性に Tri-linear 型，履歴則に Takeda

モデル 10)を用いた。減衰は瞬間剛性比例型とし，

減衰定数を 2%とした。降伏強度の 1/3をひび割

れ点強度とし，降伏時剛性低下率を 0.3，降伏後

の剛性を初期剛性の 0.01倍とした（図－5）。 

2.4 損傷モデル 

構造物の損傷は，履歴エネルギーの吸収を考

慮した Park & Angの損傷モデルを用いた 11)。 

δ β
= +

δ δ ∫
M

u y u

D dE
Q

     (4) 

ここに，D：損傷指標，δM：地震時最大変形，δu：

（単調載荷時）限界変形，Qy：降伏強度，β：正の

定数（0.05），dE：履歴エネルギー吸収増分であ

る。損傷指標 Dが 1を超えると大破・崩壊とみ

なした。 

2.5 補修のモデル 

補修のモデルには，文献 6)で提案した補修シ

ナリオのうち，構造物の最大経験変位が降伏点

を超えると補修するシナリオ（補修シナリオ II

と呼ぶ）を用いた（図－6）。本論文では構造物

を 1自由度系とみなしているが，これが全体崩

壊系の架構を仮定している場合，主筋が降伏し

て変形が増大する状態に至ってから補修する

「補修シナリオ II」が意味するところは，補修

が技術的に難しい梁端ヒンジ箇所の損傷が伸展

する間は補修工事に踏み切らず，柱に損傷が生

じた段階で補修工事に踏み切るシナリオである

と考えられる。 

ここで，最大経験変位に依存する(4)式の第 1

項を，ひび割れなどの補修される損傷 DR と仮

定し，履歴吸収エネルギーに依存する(4)式の第

2 項を鉄筋のサイクル疲労などの補修されない

累積損傷 DEと仮定し，補修される損傷指標 DR

は補修後ゼロに戻し，累積損傷 DEは損傷指標 D

が 1を超えるまで累積され，Dが 1を超えた場

合は構造物の建替えに相当する修復により全て

の損傷指標がゼロに戻るものとした。また，補

修しない場合は経験した最大変位を指向するよ

うに初期剛性が低下するものとし，補修後は復 

 

 
図－4 模擬地震動の加速度応答スペクトル 

 

 
図－5 復元力特性 

 

 

図－6 補修シナリオの概念図 2), 6) 
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元力特性を初期状態に戻すものと仮定した。た

だし実際の補修では，耐力を初期状態に近づけ

ることが出来ても，剛性も併せて初期状態に戻

すことは難しく，この仮定はあくまでも理想化

されたモデルであることを付記しておく。 

2.6 修復費用モデル 

修復費用を新築費用あるいは建替え費用で除

して規準化した無次元数を耐震修復経費指標 R

と定義した。ひび割れ前の耐震修復経費指標 R

をゼロと仮定し，ひび割れ点以降は，ひび割れ

点到達時の損傷指標 DRをγと置くと，補修され

る損傷指標 DR（γ  < DR < 1）に対する修復経費

指標 Rの関係が図－7に示したような簡単な式

で表わされるものと仮定した。また，損傷指標

Dが 1を超えた場合は耐震修復経費指標 Rを 1

と仮定した。このとき，仮定した修復費用モデ

ルが実際の補修工事単価から求められる修復費 
 

 
図－7 損傷－修復費用関数モデル 

 

用関数 12)を模擬していることが望ましい。 

2.7 年耐震修復経費指標 

 供用期間を通じた耐震修復経費指標 Rの総和

であるライフサイクル耐震修復経費指標値を供

用期間年数Nで除した値を年耐震修復経費指標

EARC (Expected value of Annual Repairing Cost 

index)と定義する。ただし本論文では，供用期

間 50年の経年劣化で耐震性能が低下する（中性

化がかぶり厚を超えて進行する）ような建物は

想定していない。また，経年劣化による資産価

値の低下について割引率を仮定していない。 
 

3. 解析パラメータ 

1 自由度振動系の降伏点割線剛性から求めら

れる固有周期を 0.05秒，0.1秒，0.3秒，0.5秒，

1.0秒，3.0秒，5.0秒とパラメトリックに増大さ

せ，建物重量に対する水平せん断耐力の比であ

るベースシア係数 C0を 0.1 から 0.6 まで 0.1 刻

みの 6通り，終局塑性率µを 1から 10まで 1刻

みの 10通り設定した。 

また，設定した構造パラメータに対して年耐

震修復経費指標 EARCを求めるにあたっては，

入力地震動の発生順序全順列（4!＝24通り）に

対して，模擬地震動の位相特性 4通りを各々検

討し，全ての算出結果の平均をとることとした。 

 

4. 解析結果 

4.1 耐震修復経費指標の要求スペクトル表示 

各解析パラメータに対応する年耐震修復経費

図－8 耐震修復経費指標を要求スペクトルに変換する概念図（地震動シナリオ固定） 
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指標 EARCの算出結果から，水平縦軸にベース

シア係数 C0を，水平横軸に終局塑性率µをとり，

鉛直軸に年耐震修復経費指標 EARC をとった 3

次元のグラフが描ける（図－8(a)）。このグラフ

は，年耐震修復経費指標 EARCの等高線を水平

面上に投影することで必要強度スペクトル表示

に変換できる（図－8(b)）。ここで終局塑性率µ

を一意に定めると，1 自由度振動系の固有周期

ごとに算出された年耐震修復経費指標 EARCに

対して，水平縦軸をベースシア係数 C0，水平横

軸を降伏点変位δyとした同様の等高線が描かれ

る（図－8(c)）。本論文ではこれを年耐震修復経

費指標 EARCの要求スペクトル表示と呼ぶこと

にする。 

図－9は，50年超過確率 10%の地震動を最大

地震動とするライフサイクル入力地震動シナリ

オに対して計算された要求スペクトルを終局塑

性率µおよび損傷－修復費用関数モデル別に示

した図である。ここで，EARC=0.0の等高線は，

設定した入力地震動シナリオに対して修復を必

要としない（即ち使用限界状態にある）グレー

ドの建物の変形能に応じた必要強度の関係を表

している。また EARC =0.01 の等高線は，設定

した入力地震動シナリオに対して，供用期間を

 
図－9 耐震修復経費指標に基づく要求スペクトル表示例 
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通じた耐震修復費用が初期費用あるいは建直し

費用の 50％となるグレードの建物の変形能に

応じた必要強度の関係を表している。さらに，

EARC=0.02の等高線は，設定した入力地震動シ

ナリオに対して，供用期間を通じた耐震修復費

用が初期費用あるいは建直し費用と同等となる

グレードの建物の変形能に応じた必要強度の関

係を表している。ただし，ライフサイクル地震

動に対する耐震修復費用が初期費用あるいは建

直し費用と同等となることと，1 回の入力地震

動に対して耐震修復費用が初期費用あるいは建

直し費用と同等となること（即ち安全限界状態

となること）は必ずしも同義ではない点に注意

が必要である。 

図－9 より，本論文の補修シナリオでは，終

局塑性率µが 1 だと修復費用関数モデルによる

違いは生じず，終局塑性率µが大きくなるにつ

れ費用関数モデルによる影響が大きくなる。こ

れは，塑性化した後の損傷伸展域が長いほど修

復費用関数の設定が結果に大きな影響を与える

ことを意味している。また，EARC=0.0 の等高

線では終局塑性率µによる差が殆ど認められな

いが，EARC が大きくなるにつれ終局塑性率µ

による等高線位置の差が明確になる。これは，

建物の靭性能が使用性能に殆ど影響しない一方，

耐震修復性能および安全性能に影響することが

定量的に表れた結果と言える。 

4.2 要求スペクトルによる必要強度の推定 

図－10は，耐震性能設計にむけた予備設計に

おいて，要求スペクトル表示を用いる方法を概 

 

図－10 要求スペクトルの使用例 

念的に表したものである。図－10では，損傷費

用関数が比例直線でモデル化され，固有周期が

0.3秒，終局塑性率がµ=2およびµ=4となる建物

を例に，目的の耐震修復性能を有する構造物の

ベースシア係数 C0を推定することが出来る。例

えば，供用期間を通じた耐震修復費用が初期費

用あるいは建直し費用の 50％となるグレード

の建物を作るには，固有周期が 0.3 秒で終局塑

性率µ=2 の建物の場合はベースシア係数 C0 が

0.33，終局塑性率µ=4 の建物の場合はベースシ

ア係数 C0が 0.26必要であることが分かる。 

 

5. まとめ 

鉄筋コンクリート建築構造物の供用期間を通

じた耐震修復経費指標を用いて，構造物に要求

される変形能と耐力の関係を要求スペクトルと

して表示し，目標の耐震修復性能を有する構造

物に必要な構造特性を推定する手法について提

案した。 
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